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リケンＮＰＲ株式会社（以下、「吸収分割承継会社」という。）及び日本ピストンリング株式会社（以下、

「吸収分割会社」という。）は、2026 年１月 29 日付で吸収合併契約書を締結し、効力発生日を 2026 年
４月１日として、吸収分割会社の営業・技術開発・コーポレート部門に関する権利義務を吸収分割承継会
社に継承させる吸収分割（以下、「本吸収分割」といいます。）を行うことにしました。 

本吸収分割に関する会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 183 条並びに会社法第 794 条第 1 項
及び会社法施行規則第 192 条に基づく開示事項は、以下のとおりです。 
 

記 
 
１． 吸収分割契約の内容 

別紙 1 のとおりです。 
 
２． 分割対価の相当性に関する事項 

完全親子会社間の会社分割につき、本吸収分割に際して、分割対価の交付はありません。 
 
３． 吸収分割に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 
 
 
 
 
 
 



４． 計算書類等に関する事項 
(1) 吸収分割承継会社 

①最終事業年度に係る計算書類等の内容 
吸収分割会社は、有価証券報告書提出会社であり、最終事業年度に係る計算書類等について
は、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム
（EDINET）」によりご覧いただけます。 

 
②最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時決算書類等の内容 

該当事項はありません。 
③最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容 
該当事項はありません。 

(2) 吸収分割会社 
①最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2 のとおりです。 
②最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時決算書類等の内容 

該当事項はありません。 
③最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容 
該当事項はありません。 

 
５． 吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本吸収分割の効力発生後の吸収分割会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込ま
れます。また、本吸収分割の効力発生後の吸収分割会社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況
について、債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。よっ
て、本吸収分割の効力発生後における吸収分割会社の債務について、履行の見込みがあるものと判
断いたします。 

 
６． 吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本吸収合併の効力発生後の吸収分割承継会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見
込まれます。また、本吸収分割の効力発生後の吸収分割承継会社の収益状況及びキャッシュ・フロ
ーの状況について、債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりませ
ん。よって、本吸収分割の効力発生後における吸収分割承継会社の債務について、履行の見込みが
あるものと判断いたします。 

 
 
 
 



７． 吸収合併契約等備置開始日後吸収合併が効力を生ずる日までの間に、上記事項につき変更が生じ
たときにおける当該変更後の内容 

事前開示の開始日以降に、上記に掲げる事項に変更が生じたときは、変更後の内容を直ちに開示
いたします。 

 
以 上 
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第１２９期事業報告書 
（会社法第４３５条第２項の規定に基づく事業報告） 
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至 ２０２５年３月３１日 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本ピストンリング株式会社 
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事 業 報 告 
(2024 年４月１日から 2025 年 3 月 31 日) 

１．企業集団の現況 

（１）当事業年度の状況 

①事業の経過及びその成果 

当社はリケンＮＰＲグループとして、経営統合によるシナジーの創出や事業ポートフォリオ

改革によるネクストコア事業等の育成・推進を進め、大きな相乗効果を出しつつ脱炭素実現に

向けた取り組みを加速することで、持続的成長と企業価値向上を目指してまいります。 

当事業年度における世界経済は、各国での高インフレや米欧を中心とした金融引き締め、中

国での不動産不況の影響や、長期化するウクライナ情勢等の地政学リスクなどにより、依然と

して先行きは見通しにくい状況で推移しました。 

当連結会計年度における日本及び世界経済は、総じて緩やかな成長を持続しているものの、

各国での高インフレや中国経済の減速、米国の政策動向、地政学リスクなど、依然として先行

きは見通しにくい状況で推移しました。 

当社と関連の深い自動車産業におきましては、認証不正問題等により日本国内の生産台数は

減少しましたが、中国市場での堅調な成長によりグローバルの自動車生産台数はほぼ前年並み

となりました。なお、中国においては、BEV をはじめとした電動車の伸長により自動車生産台

数は増加したものの、内燃機関搭載車の生産は軟調が続いております。このような状況のなか、

当事業年度における当社の売上高は、国内での自動車生産台数の減少の中、為替の円安等によ

り 32,632 百万円となりました。損益面におきましては、売上減少となりましたが原価低減の

推進、エネルギー・原材料価格上昇分の価格転嫁を進めたこと等により、営業損失 302 百万円、

経常利益は 914 百万円、当期純利益は 782 百万円となりました。 

 

②設備投資等の状況 
当会計年度に当社が実施しました設備投資の総額は 1,135 百万円となりました。  

③資金調達の状況 
当会計年度において、特記すべき事項はありません。 

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 
該当事項はございません。 

⑤他の会社の事業の譲受の状況 
該当事項はございません。 

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の継承の状況 
該当事項はございません。 

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 
該当事項はございません。 
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（２）財産および利益の状況 

区 分 
第１２６期 

(2022 年３月期) 
第１２７期 

(2023 年３月期) 
第１２８期 

(2024 年３月期) 
第１２９期 

(2025 年３月期) 
売上高 

（百万円） 
33,056 34,945 37,191 32,632 

経常利益 
（百万円） 

994 1,870 3,857 914 

当期純利益 
（百万円） 

1,126 1,689 3,248 782 

１株当たり 
当期純利益(円) 

146.26 217.65 416.49 100.21 

総資産 
（百万円） 

57,538 56,120 58,119 50,241 

純資産額 
（百万円） 

31,694 32,280 36,226 34,034 

 
（３）重要な親会社・子会社の状況 

①親会社の状況 
当社の親会社はリケンＮＰＲ㈱であり、当社の株式を 100％保有しております。 
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  ②重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 
（ 出 資 額 ） 

当社の 
決議比率 主 要 な 事 業 内 容 

株 式 会 社 日 ピ ス 福 島 製 造 所 1,612 百万円  100％ 自動車関連部品の製造 

株 式 会 社 日 ピ ス 岩 手 490 百万円  100％ 自動車関連部品の製造 

株 式 会 社 ノ ル メ カ エ イ シ ア 99 百万円  100％ 災害救急医療関連製品等販売 

エ ヌ ピ ー ア ー ル オ ブ ア メ リ カ 社 40USD  100％ 自動車用部品等製造・販売 

サ イ ア ム エ ヌ ピ ー ア ー ル 社 95,000 千 THB  100％ 自動車用部品等製造・販売 

エ ヌ ピ ー ア ー ル オ ブ ヨ ー ロ ッ パ 社 2,500 千 EUR  70％ 自動車用部品等販売 

エヌティーピストンリングインドネシア社 19,900 千 USD  100％ 自動車用部品等製造・販売 

日環汽車零部件製造（儀征）  有限公司 140,049 千 CNY  100％ 自動車用部品等製造・販売 

エ ヌ ピ ー ア ー ル シ ン ガ ポ ー ル 社 118 百万円  100％ 自動車用部品等の包装・販売 
エヌピーアールマニュファクチュアリング 
イ ン ド ネ シ ア 社 13,000 千 USD  100％ 自動車用部品等製造・販売 
エ ヌ ピ ー ア ー ル オ ー ト パ ー ツ 
マニュファクチュアリングインディア社 1,000 百万 INR  100％ 自動車用部品等製造・販売 

儀征日環亜新科粉末冶金製造有限公司 54,630 千 CNY 50％ 自動車用部品等製造 

（注）１．資本金（出資額) は 2025 年３月 31 日現在の額を表示しております。 

２．当社の議決権比率は間接所有も含んでおります。 

３．エヌピーアールオブヨーロッパ社の資本金（出資額）の 30%は、大同メタル工業㈱が出

資しております。 

４．儀征日環亜新科粉末冶金製造有限公司の資本金（出資額）の 50％は、儀征亜新科双環活

塞環有限公司が出資しております。 

 
③事業年度末日における特定完全子会社の状況 
該当事項はございません。 

 
（４）対処すべき課題 

自動車業界は 100 年に一度と言われる大きな変革の中にあり、エンジン部品を巡る市場環境

は確実に厳しくなっております。そのような中で、内燃機関が当面のパワートレインの主力で

あるとの認識のもと、地球環境に優しいエンジン部品の開発を進めることが当社に課された使

命であり、事業環境変化に合わせてＳＤＧｓやＥＳＧ、脱炭素といったグローバルな潮流を捉

えた新たな事業領域への展開も経営上の重要な課題であると認識しております。 
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 （５）主要な事業内容(2025 年３月 31 日現在) 
日本ピストンリンググループは、当社および子会社 13 社の計 14 社で構成され、自動車関

連製品（ピストンリング、バルブシート、その他自動車関連製品）と舶用・その他の製品製

造、販売およびこれらに付帯する事業を行っています。 
区  分 主 な 製 品 

自動車関連製品 ピストンリング 自動車用・二輪車用・その他各種内燃機関用ピス

トンリング 
バルブシート 自動車用・二輪車用・その他各種内燃機関用バル

ブシート 
その他自動車関

連製品 
組立式焼結カムシャフト、鋳鉄カムシャフト、シ

リンダライナ 
舶用・その他の製品 舶用関連部品、汎用エンジン用部品、家電用部品 
その他 商品 

 
 （６）主要な営業所及び工場（2025 年３月 31 日現在） 

① 当社の主要な営業所および工場 
事 業 所 所 在 地 

本社 埼玉県さいたま市 
営業部・営業室 東京（埼玉県さいたま市）、名古屋、大阪、広島、福岡、仙台 
工場 栃木県下都賀郡野木町 
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② 子会社 
子会社の名称 所 在 地 

株式会社日ピス福島製造所 福島県伊達郡川俣町 
株式会社日ピス岩手 岩手県一関市 
株式会社ノルメカエイシア 埼玉県越谷市 
エヌピーアールオブアメリカ社 アメリカ ケンタッキー州バーズタウン市 
サイアムエヌピーアール社 タイ サラブリ県 
エヌピーアールオブヨーロッパ社 ドイツ バーデン-ヴェルテンベルク州 コー

ンタール＝ミュンヒンゲン市 
エヌティーピストンリングインドネシア社 インドネシア 西ジャワ州カラワン県 
日環汽車零部件製造（儀征） 有限公司 中国 江蘇省儀征市 
エヌピーアールシンガポール社 シンガポール 
エヌピーアールマニュファクチュアリングイ

ンドネシア社 
インドネシア 東ジャワ州パスルアン県 

イーエーアソシエーツ社 マレーシア スランゴール州スバン・ジャヤ市 
エヌピーアールオートパーツマニュファクチ

ュアリングインディア社 
インド カルナタカ州コラール地区 

儀征日環亜新科粉末冶金製造有限公司 中国 江蘇省儀征市 

 
（７）従業員の状況（2025 年３月 31 日現在） 

①企業集団の従業員の状況 
従業員数 前期末比増減 
2,540 名 38 名減 

（注） 臨時従業員等は含まれておりません。 
②当社の従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 
608 名 19 名減 43.0 歳 19.6 年 

注） 臨時従業員等は含まれておりません。 
 
（８）主要な借入先の状況（2025 年３月 31 日現在） 

借入先 借入額（百万円） 
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 304 
株式会社三井住友銀行 368 
株式会社埼玉りそな銀行 683 
株式会社ＳＢＩ新生銀行 229 
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（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項 
該当事項はありません。 
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２．会社の現況 
（１）株式の状況（2025 年３月 31 日現在） 

①発行可能株式総数 19,545,000 株 
②発行済株式の総数 7,808,957 株 
③株主数 1 名 

  ④大株主 

株主名 
当社への出資状況 

持株数 持株比率 
リケンＮＰＲ株式会社 7,808,957 株 100％ 

 
（２）会社役員の状況 

①取締役の状況（2025 年３月 31 日現在） 
地位 氏名 担当または重要な兼職の状況 
取締役社長 
(代表取締役) 

高橋輝夫 監査室、ＤＸ推進室、リケンＮＰＲ株式会社代表取締役社長兼ＣＯ

Ｏ 
取締役 藤田雅章 経営管理部、総務部、経理部、エヌピーアールオブアメリカ社取締

役、ピーティー.エヌティーピストンリングインドネシア社コミサ

リス、ピーティー.エヌピーアールマニュファクチャリングインド

ネシア社コミサリス、エヌピーアールシンガポール取締役、リケン

ＮＰＲ株式会社取締役 
取締役 楊忠亮 安全衛生推進部、製造・生産技術部門、エヌピーアールオブアメリ

カ社取締役、環汽車零部件製造（儀征）有限公司董事、儀征日環亜

新科粉末冶金製造有限公司総経理兼董事、リケンＮＰＲ株式会社取

締役 
監査役 越場裕人 日ピス福島製造所監査役、ノルメカエイシア監査役、リケンＮＰＲ

株式会社取締役監査等委員 
監査役 奈良暢泰 日ピス岩手監査役 

②取締役および監査役の報酬等の額 

役員区分 
報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる 
役員の員数 基本報酬 

業績連動 
報酬等 

非金銭報酬等 

取締役 6.5 4.5 - 2.0 1 
監査役 18.0 18.0 0.0 0.0 1 
合計 24.5 22.5 0.0 2.0  

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含めておりません。 
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（３）会計監査人の状況 
① 名称 有限責任監査法人トーマツ 
② 報酬等の額 

 支払額（百万円） 
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 53 
当社および子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額 
59 

（注）１．監査役は、会計監査人から説明を受けた監査計画（監査日数、監査人員数、前事業年度

の監査計画に対する実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の

前提となる見積もりの算出根拠等）や監査報酬の推移を精査した結果、報酬等の額は妥

当と判断し、会社法第 399 条第１項に基づき同意をしております。 
２．当社の重要な海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の公認会計士または監

査法人の監査を受けております。 
③ 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 
④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査役は、会計監査人が会社法第 340 条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合、若

しくは当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じたと判断した場合、監査役の全員の同意

により会計監査人について解任または不再任を決定いたします。監査役は、当該決定事項に基づ

き株主総会における議案の内容を決定し、取締役会はこれを株主総会に付議いたします。 
監査役が会計監査人を解任した場合、監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。 
⑤ 責任限定契約の内容の概要 
該当事項はありません。 
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自 ２０２４年４月 １日 
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会社役員の他の法人等の業務執行者との重要な兼職状況の明細 
 

事業報告(Ｐ８)の２．会社の現況 (2)会社役員の状況 ①取締役の状況の表中「担当ま

たは重要な兼職の状況」の項目に記載のとおりであります。 
 
 

以 上  




































